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事業実績
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評価指標

事業の計画・内容
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評価

整備内容 運営体制
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事業費（人件費除く）の財源内訳

ソフト事業

活動指標 単位
実績値

H18 H19 H20 H21

目標値

件

―
実績

補助金交付件数

目標

実績

30
33

目標

実績

H21

30

A 現状維持 交付数は目標どおりであるが、運用時におけるトラブル、公平性をさらに向上するために、個人だけでなく施工業者に対する周知を関係
課にチラシを配備するなどして実施する。

目標値

目標 ― 目標

42,240

131,000

50,304

目標

実績 40,243

110,000 110,000
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コード 名            称

01

04

一般会計

衛生費

細目

細々目

款

コード

家庭用新エネルギー普及支援事業

地球環境にやさしい生活を送る
目

新エネルギー等の導入

区分

会計

項

名               称

185

25

事業名

基　本
施　策

数量 金  額 金  額単位単位 数量数量 金  額単位 事 業 内 容事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位事 業 内 容単位 数量 金  額単位

2,94033 件

改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント

効率性

4

4

必要性

有効性

4

3

達成度

三重県家庭用新エネルギー普及支援
事業補助金・設置機種による定額制

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
訳

2,280

720
3,200 2,940

三重県家庭用新エネルギー普及支援
事業補助金・設置機種による定額制

三重県家庭用新エネルギー普及支援事
業補助金・設置機種による定額制

660
2,940

660

三重県家庭用新エネルギー普及支援
事業補助金・設置機種による定額制

三重県家庭用新エネルギー普及支援
事業補助金・設置機種による定額制

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

三重県家庭用新エネルギー普及支援
事業補助金・設置機種による定額制

660 660

人0.4

2,940
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

地球温暖化防止活動の一つとして伊賀市としても必要である。

予算の範囲内での最大限の実施。予算が増加すれば有効性も高くなる。

予算の範囲内での最大限の実施。予算が増加すれば達成度も高くなる。

県の計画により18年度から20年度の3年間は現状維持が必要である。21年度以降は設備の普及状況等も含めて、補助額
を下げることも検討する必要あり。

(千円)

平成２３年度 計画内容
事 業 内 容

2,940

補助金

総合評価 事業の方向性

9637

2530

事業の成果を測る指標

住宅用太陽光発電システムによ
る年間発電量

二酸化炭素削減量

評価項目 ポイント

環境対策費

環境保全対策事業

家庭用新エネルギー普及支援事業

2,940　 Σ

保健衛生費

　 　

　 (千円)
33 件

5,820

0.40.4 人 2,880 人件費（Ｂ）

2,940

2,940件

事業費計(A) 　
　 　 　

Σ

補助金 33

　 　 　

0.4

Σ 2,940

2,940

　

人 2,880

　

(千円)
2,940件

　 (千円)

5,820

　

人件費（Ｂ）

　 Σ

人 2,880 人 2,880

事業費計(A)

人件費（Ｂ）

2,940

人件費（Ｂ）

　

0.4

事業費計(A)
　
事業費計(A)

人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880

6,080

3,200事業費計(A)
　 　

　 Σ

平成２２年度 計画内容平成２１年度 計画内容

33

平成１８年度 決算内容

新たなエネルギーを導入することにより、地球温暖化防止を促進す
ることができる。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

36

　

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

件

状
況
変
化
等

　

金  額

施　策

113

備
考

成果（どうなるのか）

事
業
内
容

3,200

2

開始年度 平成

事
業
目
的

基本計画該当頁

16

事
業
内
容

委託
進
　
捗
　
状
　
況

年度

工事

33
(千円)

補助金件
　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 補助 事業類型

36

①住宅用太陽光発電システムの設置に対し、定額８万円を補助
②①と同時にエコキュートを設置すると２万円の上乗せ（総額１
０万円）を補助
③①と同時にエコウィルを設置すると５万円の上乗せ（総額１３
万円）を補助
④小型風力発電システムの設置に対し、定額６万円を補助

平成１８年度から補助対象が拡大され、補助金も増額され
た。ただし、設置機種によって補助金額が設定される定額
制であるため、年度により補助金額や件数に変動が生じ
る。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

住宅用太陽光発電システムを設置しようとする市民

（※対象件数

根拠法令・要綱等 家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱（県）

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

平成１９年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

2,940

　
補助金 2,940

2,880

補助金 2,940

　 　

目標

実績

目標 36
実績 36

補助金

660

5,820 5,820

2,940

2,2802,280

2,940

5,820

平成２０年度 計画内容

2,940 2,940

2,280 2,280

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

2,9403,200

2,480

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

１００２００

生活環境部環境政策課

終了年度 平成

評価者
氏　名

塚脇　逸子 連絡先
22

(内線)

実績

H18 H19 H20

実績値
単位指標設定の考え方

年間発電量=出力×システム利用率（年平均
0.12）×365（日）×24ｈ

二酸化炭素換算係数（0.384㎏‐CO2/kwh）

ｋＷｈ/年

㎏‐
CO2/kwh

目標

実績

目標

実績
42,240

110,000
実績 104,800
目標 42,240

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


